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1.序論 
 
日本では大小問わず毎日のように地震が観測されている。2011年3月にはマグニチュード
9.0の大地震が発生した。津波が同時に発生し多くの人命を奪った。建物も倒壊し復興には
50年かかるといわれている。 
現在気象庁の行っている緊急地震速報は地震の発生直後の初期微動を観測し主搖動到達
前に知らせるものである。しかし、地震発生直後では震源地に近い場所では対応ができない。
数時間または数日早く地震を予測することが出来れば建物の倒壊は防ぐことは出来ないが、
人命は救うことができたはずである。 
そこで、短期地震予測を目的とした研究が地震大国である日本にとって重要である。現在、
短期地震予測を目的とした研究が多く報告されている。電離層を高度ごとに輪切りにして、
電子密度の電子密度から地震の短期予測を行う研究事例【1】や、GPS 測位誤差から地震発
生との関連性を探す研究【2】がある。また、電離層だけでなく、見通し内の電波の受信電
力が変動した研究事例【3】がある。私たちの研究室では電波伝搬を取り扱い、地震の前後
に伝搬異常が発生することを発見した。それを用いて地震の予測に関する研究を行ってい
る。本研究では GPS 受信機を用いて電離層の電子密度の計算を行い、その電離層の電子密
度の変化量を見ることによって、観測地点周辺の地震と電離層の異常との関連性を解析す
ることを目的とする。 
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2.GPSについて 
2.1.GPSとは  
  
GPS(Global Positioning System)は米国が運用する軍事用の測位システムとして生まれ
た。艦船、戦闘機、軍事車両さらにはミサイルなどのナビゲーションを行う目的で開発され
た人工衛星が送信する電波を使った航法システムである。それらの技術や測位原理を踏襲
しつつ、さらに高い次元に進化させたものが現代もっとも優れた電波航法システムといえ
る。 
また GPS 測位システムは大きく3つのブロックに分かれている。1つ目は GPS 衛星（スペ
ース・セグメント）と言われるものである。GPS 衛星は約2万㎞上空の6つの軌道に4基ずつ、
24基配置され、12時間で地球を1周する。2つ目は地上管制（コントロール・セグメント）
と言われるものである。地上管制は GPS 衛星を監視したり制御したりする。衛星の時刻や
軌道が許容範囲を超えないように随時、保守を行っている。3つ目は GPS 受信機（ユーザ・
セグメント）と言われるものである。GPS 受信機は GPS 衛星からの電波を受信して計算を
行っている。おもに GPS と言われているのはこの GPS 受信機のことである。GPS 衛星は
極めて精度の高いルビジウム時計やセシウム時計などの電子時計を用いている。そのため、
GPS の受信機は衛星から送られてくる情報を読み取ることで精度の高い時刻を出力できる。
また、GPS 受信機を使うと速度を求めることもできる。GPS 衛星から受信する電波のドッ
プラー周波数や位相差を計測することで１秒間に１～10㎝の誤差で計測できる。GPS の受
信機は位置や速度や時間を求めるセンサにもなる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3 
 
2.2.GPS測位原理 
 
まず、わかりやすく平面で説明する。ある観測地点から距離が分かっている3つの人工衛
星 A、B、C があるとする。3点 A、B、C から等距離の点は円の交点である D と図から求
めることができる。つまり、平面の場合は最低3つの GPS 衛星があれば位置を特定するこ
とができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図2.2.1:測位原理 
 
次に3次元における説明をする。実際に使われている GPS のシステムでは最低4つの人工
衛星を使っている。緯度、経度、標高、時刻の4つの未知数があるためである。GPS の受信
機はこの4つのデータを4つ以上の GPS 衛星から集めて、方程式を作り、それを解くことに
よって現在の場所と時刻を算出する。 
時刻について説明する。4つの GPS 衛星の時計のそれぞれの時刻が𝑇𝑠となったときの受
信機での時刻を𝑇𝑎,𝑇𝑏,𝑇𝑐,𝑇𝑑とする。𝑇𝑠と𝑇𝑎,𝑇𝑏,𝑇𝑐,𝑇𝑑は完全には一致しないので、⊿t だけ
誤差を含んでいるとする。すると𝑇𝑎,𝑇𝑏,𝑇𝑐,𝑇𝑑はそれぞれ𝑇𝑎+Δ𝑡,𝑇𝑏+Δ𝑡,𝑇𝑐+Δ𝑡,𝑇𝑑+Δ𝑡と表
せる。次に緯度、経度、高度を考える。緯度を Lat、経度を Lon、高度を Hgt、とすると受
信機の位置ベクトルは 
 
Xu = (Latu, Lonu, Hgtu)                         (2-2-1) 
 
と表せる。衛星の位置ベクトルは 
 
Xa = (Latu, Lonu, Hgtu)                         (2-2-2) 
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と表せる。 
衛星から受信機までの距離𝑅𝑎は 
 
𝑅𝑎=|𝑋𝑎−𝑋𝑢|                              (2-2-3) 
 
である。 
この距離𝑅𝑎は到達時間の差（𝑇𝑎−𝑇𝑠+Δｔ）に光速 cをかけることで表すことができるので、
次の式を導きだすことができる。 
 
|𝑋𝑎−𝑋𝑢|＝c（𝑇𝑎−𝑇𝑠+Δｔ）                       (2-2-4) 
 
同様に衛星 b、c、d を考えると 
 
|𝑋𝑏−𝑋𝑢|＝c（𝑇𝑏−𝑇𝑠+Δｔ）                       (2-2-5) 
 
|𝑋𝑐−𝑋𝑢|＝c（𝑇𝑐−𝑇𝑠+Δｔ）                       (2-2-6) 
 
|𝑋𝑑−𝑋𝑢|＝c（𝑇𝑑−𝑇𝑠+Δｔ）                       (2-2-7) 
 
となって4つの連立方程式を解くことで緯度、経度、高度、時刻を求めることができる。4つ
の人工衛星と書いたが捕捉する衛星の数が増えるほど測位の精度が向上する。 
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2.3.GPS測位誤差 
 
測位誤差要因には大きく分けて6つのものがある。 
（1）電離層 
電離層は地上から高度50～500km にあり、大気中の分子や原子が太陽からの紫外線やＸ線
によって電離が盛んに行われる大気の層である。電離層は熱圏に属しており、電子密度によ
って D 層 E 層 F1層 F2層の4つに分けられる。この4つの層の特徴として、昼間と夜間で高
度が異なるという特徴がある。 
 
 
図2.3.1：昼間と夜間における電離層の変化 
 
上の層に行くほど紫外線やＸ線が強くなるため、電離が盛んに起こる。したがって、上の
層ほど電子密度が高くなる。逆に下の層は電子密度が低くなる。夜間で D 層が無くなって
しまうのは、太陽から放射される紫外線やＸ線が減り、電離が行われなくなるからである。
昼間の時には F1層と F2層2つに分かれていたものが夜間では F 層1つだけになるのも同じ
く太陽の活動が原因である。電離層の電子密度が高くなると、GPS 衛星からの電波が通る
際に電波の速度が落ち、GPS 測位誤差を生じる。 
 
（2）衛星軌道 
GPS 測位の誤差は衛星軌道によっても生じる。式(2-2-1)のように GPS の衛星の位置情報
は GPS 測位において重要な要素である。GPS 衛星からの電波には軌道係数と呼ばれるパラ
メータがあり、計算によって GPS 衛星の位置を求めている。しかし、地球の形状や、太陽
や月の引力などの影響でわずかな誤差が生じる。その結果、GPS の位置情報にも誤差が発
生してしまう。 
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（3）衛星クロック 
 各 GPS 衛星には電子時計が搭載されているため、正確な時刻を刻んでいる。しかし、上空
20000km を周回しているため、GPS 衛星からの電波は地上の観測機に到達するまでに約
70ms かかる。その間に地球は自転運動によって約30m 移動してしまう。これが原因で測位
誤差が生じる。 
 
（4）マルチパス 
GPS 衛星から発信された電波を受信した電波には、地面や構造物など、いろんなものに
反射した電波がある。この現象をマルチパスと呼ぶ。地面からの反射をグランドマルチパス
という。この現象によって電波が乱れ、誤差が生まれる。 
 
（5）対流圏遅延 
電離層と同じく大気中に存在する。電離層とは違い、乾燥大気中と水蒸気中での電波の屈折
で誤差が生じる。 
 
（6）GPS 受信機 
GPS の受信機の雑音やアンテナの性能差などによって僅かな誤差が生じる。 
 
各測位誤差要因の全体に占める割合を図2.3.2に示す。 
 
 
図2.3.2：GPS 測位誤差要因の内訳 
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3.TECについて 
 
3.1.TECとは 
 
TEC（Total Electron Content）とは電離層の電子密度のことである。GPS 波には f1
（1575.42MHz）、f2（1227.6MHz）の2周波ある。高性能 GPS 受信機で2周波測位データ
を観測し、そのデータを計算することで GPS 波が電離層を伝搬した伝搬路の TEC を求め
ることができる。ただし、1 TECU =  1016 (𝑒𝑙 𝑚2⁄ ) である。以下に TEC の算出方法を示す。 
 
3.2.TECの算出方法 
 
GPS 波の2周波である f1、f2を2周波受信機で受信することで、疑似距離𝑃𝑖と搬送波位相
𝐿𝑖を得ることができる。疑似距離とは、GPS 衛星と受信機間の伝搬時間に光速をかけたも
のである。GPS 衛星に搭載されている電子時計によって生成された信号は GPS 衛星の位置
情報と衛星からの信号送信時刻が入っている。GPS 衛星からの GPS 波が受信機に到達した
時に GPS 衛星と受信機間の伝搬時間を計算している。搬送波位相とは、受信機が生成した
搬送波信号の位相と衛星から受信した搬送波信号の位相との測定瞬間時における差である。
任意の衛星 s、受信機 r における疑似距離𝑃𝑖、搬送波位相𝐿𝑖は以下のようになる。 
 
𝑃1 = 𝜌 + 𝜎 + 𝐼 𝑓1
2⁄ + 𝜏1
𝑟 + 𝜏1
𝑠            (3-2-1) 
 
 
𝑃2 = 𝜌 + 𝜎 + 𝐼 𝑓2
2⁄ + 𝜏2
𝑟 + 𝜏2
𝑠            (3-2-2) 
 
 
𝐿1 = 𝜌 + 𝜎 − 𝐼 𝑓1
2⁄ + 𝜆1𝑛1 + 𝜀1
𝑟 + 𝜀1
𝑠            (3-2-3) 
 
 
𝐿2 = 𝜌 + 𝜎 − 𝐼 𝑓2
2⁄ + 𝜆2𝑛2 + 𝜀2
𝑟 + 𝜀2
𝑠            (3-2-4) 
 
ρ：衛星と受信機の真の距離 
σ：対流圏での遅れ 
±I/𝑓𝑖
2：電離層での遅れ（＋：疑似距離、－：位相） 
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𝜏𝑖,𝜀𝑖：衛星、受信機の固有のバイアス 
𝜆𝑖𝑛𝑖：整数値バイアス（𝜆𝑖：搬送波の波長） 
 
ここで、電離層での遅れの項±I/𝑓𝑖
2の定数 I は 
 
I＝40.3T                 (3-2-5) 
 
と表せる。T とは伝搬経路に沿って積分した電子密度である。 
(3-2-1)、(3-2-2)式より、 
 
𝑃2 − 𝑃1 = 𝐼(1 𝑓2
2⁄ − 1 𝑓1
2⁄ ) + 𝑏𝑟 + 𝑏𝑠                  (3-2-6) 
 
𝑏𝑟 = 𝜏2
𝑟 − 𝜏1
𝑟、𝑏𝑠 = 𝜏2
𝑠 − 𝜏1
𝑠  
 
(3-2-3)、(3-2-4)式より、 
 
𝐿1 − 𝐿2 = 𝐼(1 𝑓2
2⁄ − 1 𝑓1
2⁄ ) + (𝜆1𝑛1 − 𝜆2𝑛2) + 𝑏′𝑟 + 𝑏′𝑠       (3-2-7) 
 
 
𝑏′𝑟 = 𝜀2
𝑟 − 𝜀1
𝑟、𝑏′𝑠 = 𝜀2
𝑠 − 𝜀1
𝑠 
 
A＝40.3−1(1 𝑓2
2⁄ − 1 𝑓1
2⁄ )−1 
と置くと、(3-2-6)、(3-2-7)式より 
𝑇 = 𝐴(𝑃2 − 𝑃1) − 𝐴(𝑏𝑟 + 𝑏𝑠)               (3-2-8) 
 
 
𝑇 = 𝐴(𝐿1 − 𝐿2) − A(𝜆1𝑛1 − 𝜆2𝑛2 + 𝑏′𝑟 + 𝑏′𝑠)             (3-2-9) 
 
と表すことが出来る。 
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図3.2.1:TEC イメージ 
 
この(3-2-8)、(3-2-9)式より衛星から受信機までの電波伝搬経路での電離層電子密度を求め
ることが出来る。 
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3.3.VTECについて 
 
3章2節で求めた TEC は見える GPS 衛星ごとに観測地点から見たときの仰角が異なる。
そのため、観測地点から見て仰角が低くなるほど、電離層を伝搬する GPS 波の伝搬路が
長くなり、仰角が高くなるほど伝搬路が短くなる。VTEC(Vertical Total Electron 
Content)とは観測地点から鉛直方向を見たときの電離層の電子密度(TEC)である。VTEC
を計算することにより、観測地点から見て GPS 衛星がどの仰角方向にあっても電離層の
伝搬距離が等しくなるため、各 GPS 衛星の VTEC と比較することができる。 
 
 
 
図3.3.1：VTEC のイメージ 
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3.4.VTECの算出方法 
 
VTEC を計算するには、観測地点から GPS 衛星を見たときの仰角と方位角が必要にな
る。まず、仰角、方位角を求めるために観測地点の地心直交座標（𝑋0、𝑌0、𝑍0）と GPS
衛星の地心直交座標(𝑋𝑒、𝑌𝑒、𝑍𝑒)を求める。地球の平均半径 R を 
 
R = 
𝑎
√(1− 𝑒2∗ sin 𝐿𝑎𝑡∗ 
𝑃𝐼
180
)∗sin(𝐿𝑎𝑡∗ 
𝑃𝐼
180
)
            (3-4-1) 
 
 
とすると、観測地点の地心直交座標（𝑋0、𝑌0、𝑍0）は 
𝑋0 = (𝑅 + 𝐻 + 𝑁) ∗ cos (𝐿𝑎𝑡 ∗  
𝑃𝐼
180
) ∗ sin (𝐿𝑜𝑛 ∗ 
𝑃𝐼
180
)      (3-4-2) 
 
𝑌0 = (𝑅 + 𝐻 + 𝑁) ∗  cos (𝐿𝑎𝑡 ∗  
𝑃𝐼
180
) ∗  cos (𝐿𝑜𝑛 ∗  
𝑃𝐼
180
)      (3-4-3) 
 
𝑍0 = ( 𝑅 ∗ (1 − 𝑒 ∗ 𝑒) + 𝐻 + 𝑁) ∗  sin (𝐿𝑎𝑡 ∗  
𝑃𝐼
180
)          (3-4-4) 
 
と表せる。 
 
 
f：扁平率 1 / 298.25722 
a：赤道面平均半径 6378137Km 
e：離心率 √(𝑓 ∗ (2 −  𝑓)) 
Lat：基準点の緯度 
Lon：基準点の経度 
H：標高 
N：ジオイド高 
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図3.4.1：ジオイド高、標高、楕円体高の説明【4】 
 
図3.4.1の標高:H、楕円体高:HE、ジオイド高:N を式で表すと式(3-4-5)となる。 
 
H＝HE-N                                  (3-4-5) 
 
ジオイドとは海面の平均位置もっとも近い重力の等ポテンシャルである。したがって、
標高とはジオイドから測った高さである。 
 
次に式(3-4-2),式(3-4-3),式(3-4-4)で求めた基準点の3次元直交座標を用いて基準点を中心
とした ENU 座標を表すと式(3-4-6),(3-4-7),(3-4-8)になる。ENU 座標は基準点から見た地
平座標での E（East）、N（North）、U（Up）で表した座標である。変換には変換行列を
用いた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                図3.4.2：ENU 座標【6】 
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E = − sin(𝐿𝑜𝑛) ∗  (𝑋𝑒 − 𝑋0) + cos(𝐿𝑜𝑛) ∗  (𝑌𝑒 −  𝑌0)         (3-4-6) 
 
N = − sin(𝐿𝑎𝑡) ∗ cos(𝐿𝑜𝑛)  ∗  (𝑋𝑒 − 𝑋0) − sin(𝐿𝑎𝑡) ∗  sin(𝐿𝑜𝑛) 
∗ (𝑌𝑒 −  𝑌0) ∗  cos(𝐿𝑎𝑡) ∗ (𝑍𝑒 −  𝑍0)      (3-4-7) 
 
U = cos(𝐿𝑎𝑡) ∗ cos(𝐿𝑜𝑛)  ∗  (𝑋𝑒 −  𝑋0) +  cos(𝐿𝑎𝑡) ∗  sin(𝐿𝑜𝑛) 
∗ (𝑌𝑒 −  𝑌0) ∗  sin(𝐿𝑎𝑡) ∗ (𝑍𝑒 −  𝑍0)      (3-4-8) 
 
Lat：基準点の緯度 
Lon：基準点の経度 
𝑋0：基準点の地心直交座標 
𝑌0：基準点の地心直交座標 
𝑍0：基準点の地心直交座標 
𝑋𝑒：ターゲット衛星の地心直交座標 
𝑌𝑒：ターゲット衛星の地心直交座標 
𝑍𝑒：ターゲット衛星の地心直交座標 
式(3-4-6),式(3-4-7),式(3-5-8)中の(𝑋𝑒 − 𝑋0) 、(𝑌𝑒 − 𝑌0)、(𝑍𝑒 − 𝑍0)は基準点に対する相対位
置を求めている。 
 
式(3-4-6),式(3-4-7),式(3-5-8)で求めた ENU 座標を用いて観測点から見た点 P の衛星の仰
角、方位角は式(3-4-9),式(3-4-10)によって求まる。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図3.4.3：仰角、方位角【6】 
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Ele = tan−1
𝑈
√𝐸2+ 𝑁2
                              (3-4-9) 
 
Az =  tan−1(
𝐸
𝑁
)                              (3-4-10) 
 
Az：方位角 
Ele：仰角 
 
以上をふまえ、VTEC を計算する。 
 
図3.4.4：VTEC のイメージ 
 
H：単層電離層と仮定したときの電離層の高さ 
R：地球の平均半径 
z：観測点から見た衛星の天頂角 
z’：電離層貫通点における衛星の天頂角 
EL：観測点からの仰角 
 
まず、z を求める。 
 
z =  
𝜋
2
− 𝐸𝐿               （3-4-11） 
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次に z’を求める。 
 
z′ = 𝑎𝑟𝑐𝑠𝑖𝑛 (
𝑅
𝑅+𝐻
𝑠𝑖𝑛𝑧)           （3-4-12） 
 
次に中心角を求める。 
 
 
a = z − z′              （3-4-13） 
 
したがって VTEC は式(3-4-13)で表すことができる。 
 
VTEC =  cos(𝑧′) ∗ 𝑇𝐸𝐶           （3-4-14） 
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4.使用データについて 
 
TEC を計算するための高性能 GPS 受信機の2周波データと観測地点から GPS 衛星まで
の仰角を算出するための IGS 精密暦のデータは国土交通省の国土地理院のデータを利用し
ている。それがどういったデータなのかをここで解説する。 
 
4.1.高性能 GPSの2周波データ 
 
高性能 GPS 受信機の2周波データは国土交通省の国土地理院が維持管理を行っている
GEONET（GNSS Earth Observation Network System）のデータである。GEONET は
IGS(International GNSS(Global Navigation Satellite System) Service)に参加しデータ提
供を行っている。GEONET とは全国約1300ヶ所（およそ20km おき）に設置された電子基
準点と GEONET 中央局からなる、高密度かつ高精度な測量網の構築と広域の地殻変動の
監視を目的とした国土地理院による GNSS 連続観測システムである。電子基準点とは高さ
5ｍのステンレスピラーであり、中には受信機、通信装置、無停電電源、バックアップバッ
テリー、傾斜計、ヒーター、避雷器が入っている。                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    
図4.1：電子基準点【4】 
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4.2.IGS精密暦のデータ 
IGS(International GNSS(Global Navigation Satellite System) Service)精密暦は（観測
可能な）世界中の人工衛星の各時刻の地心直交座標が記録されている。IGS は資料の収集
と応用や実験の幅広い目的のために精度の高い GPS 観測データの配布などを行ってい
る。サンプリング間隔は15分である。IGS 精密暦の衛星軌道データは日本のみで観測を行
っている GEONET とは異なり、世界中の上空で観測される人工衛星のデータが含まれて
いる。この IGS 精密暦のデータを元に観測地点から GPS 衛星までの仰角と方位角を求め
ている。データの内容を次の表4.2に示す。 
 
表4.2：IGS 精密暦内容 
行 ポジション タイプ 説明 
 
 
ヘ
ッ
ダ
部 
1 2 Char バージョン（a,b,c） 
4~31 数値 観測日時 
33~39 数値 元基間隔 
2 4~7 数値 GPS Week 
9~23 数値 開始 GSP Time 
25~38 数値 観測時間間隔 
3 5~6 数値 衛星数 
10~12 数値 衛星番号 
 
 
デ
｜
タ
部 
23 4~31 数値 観測時刻 
24 5~18 数値 衛星Ｘ座標(Km) 
19~32 数値 衛星Ｙ座標(Km) 
33~46 数値 衛星Ｚ座標(Km) 
47~60 数値 衛星時計誤差（μs） 
… … … 
44 1~3 Char 終了 
 
補足 
GPSTime：1980年1月6日0時に UTC(協定世界時)に同期して開始されたＧＰＳ衛星の原子
時計が進む時刻のことである。 
GPSWeek：GPSTime を開始した時からの積算週である。 
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5.VTEC計算データ 
 
3章に基づき、TEC を計算すると単位時間ごとに衛星の数だけ TEC のデータを得ること
が出来る。衛星の数は単位時間ごとに8~10個ほど観測できる。図5.1に計算した GPS 衛星
の配置を示す。 
 
 
 
図5.1：GPS 配置 例 
 
 
図5.1は GPS 受信機を中心とした極座標表示のグラフである。赤いポイントが衛星の位
置を示している。赤いポイントの横の数値は衛星番号である。北を0度として方位角を360
度とっている。円のグリッド線は衛星の仰角を表している。青い線は仰角30度以内の衛星で
ある。算出した単位時間ごと、GPS 衛星ごとの TEC は以下の①～④の手順で行い、単位時
間あたり1つの VTEC 計算データにした。 
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①GEONET の IGS 精密暦のデータを元に電子基準点で観測された衛星ごとの 
仰角を算出する。 
               ↓ 
②衛星ごとの仰角と TEC から VTEC を計算する。 
（VTEC とは電子基準点からみて、鉛直方向の TEC の数値に換算したものである） 
               ↓ 
③単位時間ごとに計算した仰角30度以上の VTEC の平均値を求める。 
（単位時間ごとに電子基準点で観測できる GPS 衛星の数は8～12である） 
               ↓ 
④各衛星の VTEC の平均値を VTEC の計算データ とする 
 
 
観測期間2011年1月1日～2011年12月31日までのVTEC計算データを15分おきに平均化し、 
VTEC の日変化が分かる平均値を作成した。作成した平均値のデータを図5.2に示す。 
 
 
図5.2：VTEC の平均値データ  
 
VTEC の計算データを図5.3に示す。 
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図5.3：VTEC の計算データ 例 
 
 図5.3は2011年6月2日の時間ごとの VTEC の増減グラフである。横軸は JST(Japan 
Standard Time)、縦軸は VTEC[TECU]である。赤線は1年間（2011年1月1日～2011年12月
31日の観測期間）の VTEC の平均値である。VTEC の計算データが15分に１つしかないた
め、時間ごとに平均値を算出した。青線は VTEC の計算値である。図5.3は VTEC 計算デー
タに異常がない日のグラフである。 
 
 
VTEC に異常が発生していた際の VTEC の計算データを図5.4に示す。 
 
 
図5.4：VTEC の異常データ 例 
 
図5.4では、図5.3と異なり、VTEC の計算値が6時～21時頃まで赤い VTEC の年間の平均
値よりも低い状態で停滞していることが確認できる。つまりこの時間に電離層で異常があ
ったことが考えられる。実際にこの4月12日14時7分に福島県浜通りで M6.3の地震が発生し
ている。しかし、この例が偶然でないことを確認するために、VTEC の異常と地震の発生と
の関連性を調べるために統計的に検証することが必要である。 
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6.異常判定条件 
 
図6.1は4章の図5.1の平均値と計算値の間の面積を黄色く着色したものである。 
 
 
 
図6.1:VTEC の時間変化 
 
VTEC の平均値と計算値の間の面積を1年分（365日）計算し、面積が大きい27~29(TECU・
hours)までの値（全体の3.75%）を VTEC の異常日とした。 
 
図6.2:VTEC の異常値判定条件 
面積を使った VTEC の異常判定条件 
 平均値と VTEC の計算値の間の面積が大きい日を VTEC の異常日とする。 
 
0
0.05
0.1
0.15
0.2
0.25
0~5 5~9 10~14 15~19 20~24 25~29
割
合
VTEC面積(TECU・hours)
VTEC面積と全面積に占めるその割合
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6.1.太陽活動が電離層にもたらす影響 
 
電離層の電子密度が変化する要因の1つに太陽黒点が挙げられる。太陽の黒点からは時折、
フレアと呼ばれる炎のような高温のプラズマが噴出することがある。このときにフレアか
ら強力なＸ線や紫外線、高速なプロトンが放射される。Ｘ線や紫外線は電離層の電離を促進
させて電子密度を上昇させ、高速なプロトンは大電流となって元々ある地球の磁場を撹乱
することが知られている。このような磁場の擾乱を磁気嵐という。太陽フレアを伴った大き
な磁気嵐の電離層への影響は2日～5日程度である。磁気嵐の観測データは気象庁の地磁気
観測所で確認できる。2003年から2015年（現在）にかけて地磁気に異常があった日の観測
データを掲載している。下の図6.1.1に磁気嵐が発生した際の地磁気の乱れを示す。 
 
図6.1.1：磁気嵐で起きる地磁気の乱れ[5] 
 
図6.1.1の縦軸は上から水平分力 H、鉛直分力 Z、偏角 D、全磁力 F の各成分で、単位は
H、Z、F はナノテスラ（nT）、D は分（’）である。横軸は協定世界時（UTC)である。地磁
気の単位は nT（ナノテスラ）を用いる。中低緯度に位置する日本では、多くの磁気嵐は水
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平分力（H）の急増加をもって始まることが知られている。日本付近の平均的な地磁気の水
平分力（H）の大きさは約3万 nT であるが、図6.1.1を見ると大きく水平分力(H)が増加して
いることが確認できる。 
 
図6.1.2：水平分力の変化模式図[5] 
 
表6.1：2015年6月22～24日に観測された磁気嵐[5] 
 
 
気象庁の地磁気観測所はグラフだけでなく、数値のデータも公開している。地磁気の観測
は茨城県柿岡市と北海道女満別（めまんべつ）市と鹿児島県鹿屋（かのや）市の3か所で観
測されている。地磁気のデータで大切なのは水平分力であり、静穏時の日変化の振幅は50nT 
程度だが、磁気嵐の時は50～数百 nT に達する地磁気変化（較差）が観測されることもあ
る。私は水平分力100nT 以上較差が発生した日を磁気嵐の発生日とし、解析対象から除外
した。 
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7.関連性の解析方法 
この研究では確率利得𝐺𝑝(Gain of probability)を評価指標とし、VTEC の異常と地震発生
との関連性を考察する。確率利得は、「VTEC の異常が地震と併発した確率（併発確率、𝑃𝑜𝑏𝑠
とする）」と、「VTEC の異常が地震発生と関連性がないと仮定した際にそれらと併発する
確率（無相関併発確率、𝑃𝑢𝑛𝑐とする）」の比で表される。(Motojima and Haga, 2014)。地震
発生時刻を基準にし、そこからある一定の時間内に VTEC の異常が発生している場合を併
発しているとみなす。そして、その併発が起こる確率のことを「VTEC の異常が地震発生と
併発する確率」という。また、VTEC の異常と地震の発生が互いに無関係であっても併発す
ることがあるため、上述のように無相関併発確率を定義して、これと「VTEC の異常が地震
と併発する確率」との比を取ることで、VTEC の異常と地震発生との関連性を考察するこ
とが出来る。以下に上記の併発確率𝑃𝑜𝑏𝑠、無相関併発確率𝑃𝑢𝑛𝑐を算出するためのパラメータ
について述べる。 
 まず、VTEC の異常と地震を関連付けるために関連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
[days]を定義する。関
連付け時間長とは「地震の発生を基準にし、ｔ
𝑠𝑒𝑞
で定義された時間内に VTEC の異常が発生
した場合、VTEC の異常と地震が併発した」と判断するための尺度である。この関連付け時
間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
< 0のとき、地震発生前の VTEC の異常を関連付けられる。関連付け時間長がｔ
𝑠𝑒𝑞
>
0のとき、地震発生後の VTEC の異常を関連付けられる。 
 
 
図7.1：関連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
[days] 
 
VTEC の異常の回数を𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚回、VTEC の異常が地震と併発した回数を𝑁𝑜𝑏𝑠回とすると、
併発確率𝑃𝑜𝑏𝑠は以下のように表される。 
 
 
𝑃𝑜𝑏𝑠 = 
𝑁𝑜𝑏𝑠
𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚
                             (7-1-1) 
 
 次に無相関併発確率𝑃𝑢𝑛𝑐について述べる。全観測期間を𝑇𝑎𝑙𝑙[days]とし、この期間内に
VTEC の異常（𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚）が1回だけ発生したときのことを考える。この VTEC の異常が関
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連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
外で発生する確率を𝑃𝑢𝑛𝑐|𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚=1とすると、以下のように表せる。 
 
𝑃𝑢𝑛𝑐|𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚=1 = 
𝑇𝑎𝑙𝑙−ｔ𝑠𝑒𝑞
𝑇𝑎𝑙𝑙
                         (7-1-2) 
 
 同様に、観測期間内に VTEC の異常が2回だけ発生した時のことを考える。この VTEC
の異常が関連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
外で発生する確率を𝑃𝑢𝑛𝑐|𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚=2とすると、以下のように表
される。 
 
𝑃𝑢𝑛𝑐|𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚=2 = (
𝑇𝑎𝑙𝑙−𝑡𝑠𝑒𝑞
𝑇𝑎𝑙𝑙
) × (
𝑇𝑎𝑙𝑙−𝑡𝑠𝑒𝑞
𝑇𝑎𝑙𝑙
) = (
𝑇𝑎𝑙𝑙−𝑡𝑠𝑒𝑞
𝑇𝑎𝑙𝑙
)
2
         (7-1-3) 
 
上記の考えを用いて、VTEC の異常が𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚回発生したとする。このとき、伝搬異常が関
連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
外で発生する確率を𝑃𝑢𝑛𝑐|𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚とすると以下のように表される。 
 
𝑃𝑢𝑛𝑐|𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚 =  (
𝑇𝑎𝑙𝑙−𝑡𝑠𝑒𝑞
𝑇𝑎𝑙𝑙
)
𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚
                      (7-1-4) 
 
無相関併発確率𝑃𝑢𝑛𝑐とは、関連付け時間長ｔ𝑠𝑒𝑞の間に VTEC の異常と地震が無相関に発生
する確率があるため𝑃𝑢𝑛𝑐|𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚の余事象となり、１から𝑃𝑢𝑛𝑐|𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚を引いた値になる。式で
表すと以下のように表せる。 
 
𝑃𝑢𝑛𝑐 = 1 − (
𝑇𝑎𝑙𝑙−𝑡𝑠𝑒𝑞
𝑇𝑎𝑙𝑙
)
𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚
                       (7-1-5) 
 
確率利得𝐺𝑝は併発確率𝑃𝑜𝑏𝑠と無相関併発確率𝑃𝑢𝑛𝑐との比であるため、以下のように表される。 
 
𝐺𝑝 = 
𝑃𝑜𝑏𝑠
𝑃𝑢𝑛𝑐
                                (7-1-6) 
 
VTEC の異常に相関があると仮定した場合の併発確率𝑃𝑜𝑏𝑠と、VTEC の異常と地
震が互いに無相関であるとしたときに偶然に併発する確率𝑃𝑢𝑛𝑐の比をとることで、
両者の関連性の度合いを知ることができる。確率利得𝐺𝑝の値が1に近いほど、VTE
C の異常と地震発生は無相関であるといえる。逆に、確率利得𝐺𝑝の値が１よりも
大きい値であるほど VTEC の異常と地震発生とは互いに関連性が高いことがいえ
る。 
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8．解析条件 
8.1.解析対象とする地震の条件 
本研究では緯度36.5度～39.5度、経度140度～144度の中で発生した地震を対象とし VTEC
の異常と地震発生の関連性を解析する。定められた緯度、経度のなかで、地震の規模である
マグニチュード(5.0以上、5.5以上、6.0以上、6.5以上)と地震の深さ(10~20、20~30、30~40、
40~50、50~60、60~70、70~80)[km]と観測地点から地震の震央までの距離（0~100、100~200、
200~300、300~400[km]）のパラメータごとに地震を分けた。解析期間は2011年1月1日～
2011年12月31日(365日)とした。 
  
 
図8.1.1：地震の範囲と観測地点 
 
白石 
北茨城 
亘理 
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北緯36.5度～39.5度まで、東経140度～144度までの範囲は右図で示した通りである。図
8.1を見ると海が多いことが分かる。これは2011年3月11日に起きたマグニチュード9.0の記
録的大地震を含めたためである。福島県のいわき市周辺で観測地点がないのは、大地震の影
響で観測地点の GPS 受信機が止まってしまっていたからである。そのため、震災の影響が
無かった海岸沿いの3か所の電子基準点で観測したデータを使用した。3か所の観測データ
を扱ったのは、観測地点ごとの VTEC データに偏りがあるためである。3か所の観測地点で
似た傾向になる解析条件として、8章2節の VTEC 面積による解析を行った。 
 
 
実際に VTEC の異常と併発した地震を深さごとに抜き出した。表8.1.1と図8.1.2に地震の数
を示す。 
 
 
 
図8.1.2: 10km ごとの VTEC の異常と併発した地震の数 
 
表8.1.2: 10km ごとの VTEC の異常と併発した地震の数 
 0～10km 10～20km 20～30km 30～40km 40～50km 50～60km 60～70km 70～80km 
M5以上 90 87 62 68 56 23 3 1 
M5.5以上 50 46 27 26 21 11 1 0 
M6以上 25 21 8 10 11 6 0 0 
M6.5以上 8 4 0 1 1 2 0 0 
 
地震の発生から前後28日の間に発生した異常を伴う地震の数を10km おきにカウントした。
M6.5以上の地震の併発した地震が少なく地震の深さも60km 以上の地震は少ない。マグニ
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チュードごとに地震の数に大きな差はあるが、M6の以下かつ、地震の震源の深さ50km 以
下であれば十分な地震の数があった。この条件を満たした表8.12の黄色く色づけた地震のデ
ータを本研究の解析に使用した。 
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8.2.面積を使った解析 
VTEC の計算値と VTEC の平均値の間の面積（以下 VTEC 面積とする）を昼(6~18時)と
夜(18時~翌日6時)、平均値よりも上の VTEC 面積と平均値よりも下の VTEC 面積をそれぞ
れ4つ(図1の①橙色、②緑色、③黄色、④紫色の4色)に分割しての VTEC 面積の大きさと観
測地点の周辺で発生する地震との解析を行った。VTEC 面積の異常判定条件は5章の条件を
使った。 
 
 
図8.2：VTEC 面積 
 
観測点の周辺で発生する地震の前後4週間で、いつ VTEC の異常が起きやすいか傾向を調
べた。 
 9章に解析結果を示す。その際、図8.2の橙色の VTEC 面積が大きい時を VTEC の異常と
して扱った解析結果を解析結果①とする。同様に、図8.2の緑色の VTEC 面積が大きい時を
VTEC の異常として扱った解析結果を解析結果②とし、図8.2の黄色の VTEC 面積が大きい
時を VTEC の異常として扱った解析結果を解析結果③とし、図8.2の紫色の VTEC 面積が
大きい時を VTEC の異常として扱った解析結果を解析結果④とする。 
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9.解析結果 
 
観測地点から震央までの距離[km]とマグニチュード M、関連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
 [days]に震
源までの深さ[km]のパラメータを加え、観測地点周辺で発生した地震と VTEC の異常との
関連性解析を行った。8章の図8.2の VTEC 面積①～④の面積が大きい場合に確率利得を求
め、グラフ化した。3つの観測地点(北茨城、亘理、白石)で解析を行ったが、3か所ともに似
た傾向が得られたため、9章では北茨城で観測したデータの解析結果を解析結果①~④に示
す。解析期間は2011年1月1日～2011年12月31日（365日間）である。 
 
9.1.解析結果①  
 
8章図8.2の橙色の VTEC 面積が大きい時を VTEC の異常として扱い、地震と VTEC の
異常との関連性を解析した。震源の深さを10km おきに分けたとき、観測地点北茨城におけ
る確率利得を図9.1に示す。地震発生時間をｔ
𝑠𝑒𝑞
= 0[𝑑𝑎𝑦]とし、前後4週間、VTEC の異常と
の関連性を調べた。 
 
図9.1：昼の確率利得と関連付け時間長 
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図9.1を見ると、どの深さを見ても地震の前後で VTEC の異常は起きていないことが確認
できた。ｔ
𝑠𝑒𝑞
= −14[𝑑𝑎𝑦𝑠]付近で確率利得が上昇しているが、確率利得が低いため、VTEC の
異常との関連性は低いと言える。次にマグニチュード M ごとの観測地点北茨城における確率
利得を図9.2に示す。 
 
 
図9.2：昼の確率利得と関連付け時間長 
 
 図9.2を見ても、図9.1と同様に地震の前後で VTEC の異常が起きていないことが分かっ
た。ｔ
𝑠𝑒𝑞
= −14[𝑑𝑎𝑦𝑠]付近で確率利得が上昇しているが、深さごとに分けた解析結果と同様に、
地震の規模であるマグニチュード M が変化しても VTEC の異常と地震との関連性が低い
こと分かった。 
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9.2.解析結果② 
  
8章図8.2の緑色の VTEC 面積が大きい時を VTEC の異常として扱い、地震と VTEC の異
常との関連性を解析した。震源の深さを10km おきに分けたとき、観測地点北茨城における
確率利得を示す。地震発生時間をｔ
𝑠𝑒𝑞
= 0[𝑑𝑎𝑦]とし、前後4週間、VTEC の異常との関連性
を調べた。 
 
 
図9.3: 北茨城の昼の確率利得と関連付け時間長 
 
図9.3は地震の M5以上、観測地点からの距離100km 以内という条件での確率利得と関連
付け時間長のグラフである。図9.3を見ると、地震発生前と、地震発生直後に確率利得が上
昇していることが確認できる。これは観測地点周辺の M5以上の地震発生と VTEC の異常
が定量的に見て、関連性があるということである。深さごとに地震と VTEC の異常の関連
性を見ていくと、深さ10~20[km]ので発生した地震と VTEC の異常との関連性が高くなっ
た。地震発生日から遠ざかるにつれ、確率利得も1に近づいていることが確認できる。図9.1
の確率利得が高くなったｔ
𝑠𝑒𝑞
= 1[𝑑𝑎𝑦]とｔ
𝑠𝑒𝑞
= −1[𝑑𝑎𝑦]における地震の数と VTEC の異常を
伴った地震の数を以下の表9.1、表9.2に示す。VTEC の異常の数𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚はいずれも14回である。 
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表9.1:震源の深さごとの地震の数と VTEC の異常を伴った地震の数、ｔ
𝑠𝑒𝑞
= 1[𝑑𝑎𝑦]のとき 
震源の深さ[km] 地震の数 異常を伴った地震の数 確率利得 Gp 
0~10 29 9 7.55 
10~20 29 9 7.55 
20~30 18 3 4.05 
30~40 18 3 4.05 
40~50 10 1 2.43 
 
表9.2:震源の深さごとの地震の数と VTEC の異常を伴った地震の数、ｔ
𝑠𝑒𝑞
= −2[𝑑𝑎𝑦𝑠]のと
き 
震源の深さ[km] 地震の数 異常を伴った地震の数 確率利得 Gp 
0~10 29 4 5.03 
10~20 29 6 5.45 
20~30 18 4 2.70 
30~40 18 2 2.02 
40~50 10 0 1.21 
 
北茨城で観測された VTEC の異常と併発した地震は深さ0~20[km]の範囲で発生しやす
いことが表9.1から確認できる。震源の深さが増すにつれ地震の数も VTEC の異常の併発
を伴った地震の数も減っていく特徴があった。地震の発生前後を見ると、地震発生前より
も地震発生後の確率利得の方が高い傾向にあることが分かった。したがって、地震発生前
よりも地震発生後に VTEC の異常が発生する傾向にあることがわかった。次に地震のマグ
ニチュード M ごとの観測地点北茨城における確率利得を図9.4に示す。 
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図9.4: 北茨城の昼の確率利得と関連付け時間長 
 
図9.4は地震の震源の深さが10km 未満、観測地点からの距離100km 以内という条件での
確率利得と関連付け時間長のグラフである。地震の規模を示すマグニチュード M が大きく
なるにつれ確率利得も上昇していることが確認できる。最も確率利得が高くなったのは地
震直後1日であった。次に確率利得が高かった日は地震の2日前であった。確率利得が高く
なった関連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
= 1[𝑑𝑎𝑦]とｔ
𝑠𝑒𝑞
= −2[𝑑𝑎𝑦𝑠]における地震の数と、VTEC の異常を
伴った地震の数を以下の表9.3、表9.4に示す。VTEC の異常の数𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚はいずれも14回である。 
 
表9.3:M ごとの地震の数と VTEC の異常を伴った地震の数、ｔ
𝑠𝑒𝑞
= 1[𝑑𝑎𝑦]のとき 
地震のマグニチュード M 地震の数 異常を伴った地震の数 Gp 
M≧5.0 29 9 7.55 
M≧5.5 12 5 10.1 
M≧6.0 5 3 14.6 
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表9.4:M ごとの地震の数と VTEC の異常を伴った地震の数、ｔ
𝑠𝑒𝑞
= −2[𝑑𝑎𝑦𝑠]のとき 
地震のマグニチュード M 地震の数 異常を伴った地震の数 Gp 
M≧5.0 29 12 5.03 
M≧5.5 12 7 7.09 
M≧6.0 5 3 7.30 
 
表9.3を見ると、マグニチュード M が5以上の地震の数に対して異常を伴った地震の数が
3割ほどであるが、マグニチュード M が5.5以上で4割程度、6.0以上になると6割近くになる
ことが分かった。この結果から、マグニチュード M が大きくなるほど地震と、VTEC の異
常との関連性が強くなることが言える。表9.4を見ると、地震の数に対する異常を伴った地
震の数が多いが、確率利得 Gp が低くなっている。この理由は、関連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
が伸び
たためである。 
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9.3.解析結果③ 
 
8章図8.2の黄色の VTEC 面積が大きい時を VTEC の異常として扱い、地震と VTEC の異
常との関連性を解析した。震源の深さを10km おきに分けたとき、観測地点北茨城における
確率利得を示す。地震発生時間をｔ
𝑠𝑒𝑞
= 0[𝑑𝑎𝑦]とし、前後4週間、VTEC の異常との関連性
を調べた。 
 
 
 
図9.7：夜の確率利得と関連付け時間長 
 
図9.7を見ると。地震発生前20日付近で確率利得が上昇している。しかし、地震発生の直
近2日を見ても確率利得が上昇していないため、地震と VTEC の異常との関連性は確認でき
なかった。次にマグニチュード M ごとの確率利得も示す。 
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図9.8：夜の確率利得と関連付け時間長 
 
 図9.8を見ると、図9.7と同様に地震の前後で VTEC の異常が起きていないことが分かっ
た。ｔ
𝑠𝑒𝑞
= −14[𝑑𝑎𝑦𝑠]付近で確率利得が上昇しているが、深さごとに分けた解析結果と同様に、
地震の規模を示すマグニチュード M が変化しても VTEC の異常と地震との関連性が低い
こと分かった。 
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9.4.解析結果④ 
 
8章図8.2の紫色の VTEC 面積が大きい時を VTEC の異常として扱い、地震と VTEC の
異常との関連性を解析した。震源の深さを10km おきに分けたとき、観測地点北茨城におけ
る確率利得を示す。地震発生時間をｔ
𝑠𝑒𝑞
= 0[𝑑𝑎𝑦]とし、前後4週間、VTEC の異常との関連
性を調べた。 
 
 
図9.5: 北茨城の夜の確率利得と関連付け時間長 
 
図9.5は地震の M5以上、観測地点からの距離100km 以内という条件での確率利得と関連
付け時間長のグラフである。9章2節の結果と同様に、関連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
＝0[day]の地震の
発生を中心に確率利得が高くなった。また、深さ10~20[km]で発生した地震と VTEC の異常と
の関連性が高くなる特徴も似ていた。しかし、9章2節の結果と異なり、地震発生前と地震発生
後の確率利得は似た結果となった。図9.5で確率利得が高くなったｔ
𝑠𝑒𝑞
= 1[𝑑𝑎𝑦]とｔ
𝑠𝑒𝑞
=
−2[𝑑𝑎𝑦𝑠]における地震の数と VTEC の異常を伴った地震の数を以下の表9.5、表9.6に示す。
VTEC の異常の数𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚はいずれも14回である。 
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表9.5:震源の深さごとの地震の数と VTEC の異常を伴った地震の数ｔ
𝑠𝑒𝑞
= 1[𝑑𝑎𝑦]のとき。 
震源の深さ[km] 地震の数 異常を伴った地震の数 確率利得 Gp 
0~10 29 5 3.49 
10~20 29 5 3.49 
20~30 18 1 1.12 
30~40 18 1 1.12 
40~50 10 0 0 
 
表9.6:震源の深さごとの地震の数と VTEC の異常を伴った地震の数ｔ
𝑠𝑒𝑞
= −2[𝑑𝑎𝑦𝑠]のと
き。 
震源の深さ[km] 地震の数 異常を伴った地震の数 確率利得 Gp 
0~10 29 10 3.46 
10~20 29 11 3.85 
20~30 18 2 1.12 
30~40 18 2 1.12 
40~50 10 1 1.01 
 
表9.5と表9.6を見ると、地震の前後によって確率利得に大きな変化はなかった。9章2節と
同様に、地震の深さが0~20[km]の地震と VTEC の異常との関連性が高くなった。次に地震
のマグニチュード M ごとの観測地点北茨城における確率利得を図 9.6に示す。
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図9.6: 北茨城の夜の確率利得と関連付け時間長 
 
図9.6は地震の震源の深さが10km 未満、観測地点からの距離100km 以内という条件での確
率利得と関連付け時間長のグラフである。地震発生後は地震の規模を示すマグニチュード
M が大きくなるにつれ確率利得も上昇していることが確認できる。しかし、地震発生前は
M5.5以上の地震と VTEC の異常との関連性が最も高くなる傾向にあった。確率利得が高く
なった関連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
= 2[𝑑𝑎𝑦𝑠]とｔ
𝑠𝑒𝑞
= −2[𝑑𝑎𝑦𝑠]における地震の数と、VTEC の異常
を伴った地震の数を以下の表9.7、表9.8に示す。VTEC の異常の数𝑁𝑎𝑛𝑜𝑚はいずれも14回であ
る。 
 
表9.7:M ごとの地震の数と VTEC の異常を伴った地震の数、ｔ
𝑠𝑒𝑞
= 2[𝑑𝑎𝑦𝑠]のとき。 
地震のマグニチュード M 地震の数 異常を伴った地震の数 Gp 
M≧5.0 29 9 3.14 
M≧5.5 12 5 4.22 
M≧6.0 5 3 6.08 
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表9.8:M ごとの地震の数と VTEC の異常を伴った地震の数、ｔ
𝑠𝑒𝑞
= −2[𝑑𝑎𝑦𝑠]のとき。 
地震のマグニチュード M 地震の数 異常を伴った地震の数 Gp 
M≧5.0 29 10 3.49 
M≧5.5 12 6 5.06 
M≧6.0 5 2 4.05 
 
表9.7を見ると、地震の規模を示すマグニチュード M が大きくなるにしたがって、確率利
得 Gp が上昇した。それに対し表9.8を見ると、ｔ
𝑠𝑒𝑞
= −2[𝑑𝑎𝑦𝑠]の時マグニチュード M6以上
の確率利得 Gp が M5.5の時の確率利得に比べ減少していた。 
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10.確率による検証 
 
実際にどの程度の地震が予測できるのかを調べるために、10章では、適中率（VTEC の
全異常日数に対して関連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
の間に発生した VTEC の異常日数）と、予知率（全
地震数に対する VTEC の異常を伴った地震）を用いて評価する。適中率、予知率は以下の
式(10-1)、式(10-2)のように表せる。 
 
適中率=
関連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
の間に発生した VTEC の異常日数
VTEC の全異常日数
         (10-1) 
 
 
予知率 =  
VTEC の異常を伴った地震の数
全地震数
                       (10-2) 
 
 
9章の解析結果から、最も確率利得が高くなるパラメータが決定した。しかし、確率利得
が高い場合は下の図10.1のように4つ存在する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図10.1:VTEC の異常の数と地震数の数による適中率、予知率の違い 
 
1つ目は VTEC 異常の数と地震の数を極端に増やした場合（パターン①）。2つ目は地震の
数に対して VTEC の異常の数を極端に増やした場合（パターン②）。3つ目は VTEC の異常
に対して地震の数を極端に増やした場合（パターン③）。4つ目は VTEC の異常と地震の数
が少なく、同程度の場合（パターン④）。 
図10.1のパターン①~パターン③のようにデータ数に極端に増やした場合や、解析期間に
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対してデータ数が多すぎる場合は、両者の関連性を考えた際に意味のないデータになって
しまう。 
 9章の解析結果③から VTEC の時間ごとの計算値が VTEC の平均値よりも低くなった時
に生成される VTEC 面積が大きい時を VTEC の異常として扱った際、ｔ
𝑠eq
=1[day]の条件
で地震と VTEC の異常との確率利得が最も高くなることが示された。しかし、地震予測の
ためには地震発生前に電離層の異常を発見することが必要である。したがって、9章で確率
利得が2番目に高くなった、ｔ
seq
=-2[day]の時の確率検証を行う。表10.1、表10.2にマグニ
チュード M ごとに適中率、予知率に必要な数値を示す。 
 
表10.1:M ごとの VTEC の全異常日数と関連付け時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
の間に発生した VTEC の異常日数の関係 
地震のマグニチュード M VTEC の全異常日数 関連付け時間長ｔ𝑠𝑒𝑞の間に発生した VTEC の異常日数 
M≧5.0 14 12 
M≧5.5 14 7 
M≧6.0 14 3 
 
表10.1:M ごとの地震の数と VTEC の異常を伴った地震の数の関係 
地震のマグニチュード M 全地震数 VTEC の異常を伴った地震の数 
M≧5.0 29 12 
 M≧5.5 12 7 
 M≧6.0 5 3 
 
 表10.1、表10.2を元に検証を行う。 
 
マグニチュード M5.0以上の地震を基準とした時、VTCE の全異常日数は14日、関連付け
時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
=-2[days]の間に発生した VTEC の異常の日数は12日である。観測期間中に震
源の深さ10km 未満の地震は29回、VTEC の異常を伴った地震は12回である。 
マグニチュード M5.5以上の地震を基準とした時、VTCE の全異常日数は14日、関連付け
時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
=-2[days]の間に発生した VTEC の異常の日数は7日である。観測期間中に震源
の深さ10km 未満の地震は12回、VTEC の異常を伴った地震は7回である。 
マグニチュード M6.0以上の地震を基準とした時、VTCE の全異常日数は14日、関連付け
時間長ｔ
𝑠𝑒𝑞
=-2[days]の間に発生した VTEC の異常の日数は3日である。観測期間中に震源
の深さ10km 未満の地震は5回、VTEC の異常を伴った地震は3回である。 
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これをもとに確率を計算したものを表10.3と図10.2に示す。 
 
表10.3:マグニチュード M ごとの適中率と予知率の関係 
地震のマグニチュード M 適中率% 予知率% 
M≧5.0 85 41 
M≧5.5 50 58 
M≧6.0 21 60 
 
 
図10.2: マグニチュードごとの適中率と予知率 
 
3つのパラメータの中で一番良い条件の評価方法として、予知率と適中率の相乗平均を採
用した。適中率と予知率がともに大切であるため、相乗平均という評価方法を用いた。評価
の結果、M≧5.0の59%が最も良い結果であった。次に良い結果であったのは、M≧5.5の53%
となった。M≧6.0の適中率が低く、図10.1のパターン②に該当する。地震と併発した電離
層異常の数が少ないため、M≧6.0以上結果は確率利得が高くなったとしても信用に足るデ
ータではないと言える。 
 以上の結果から、地震発生前に実際にどの程度の地震が予測できるのかわかった。一番予
測できる確率が高くなった条件は M≧5.0、深さ10km 未満の地震であり、相乗平均は59％
と高い結果を得ることができた。 
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11.結論 
 
GPS 受信機を用いて電離層の電子密度の計算を行い、その電離層の電子密度の変化と地
震との関連性を調べるために、統計的手段を用いて関連性解析を行った。 
9章の解析結果から、観測地点周辺に発生する地震と電離層の異常との確率利得が最も高
くなる条件は、観測地点からの距離が100km 以内、深さ10km 以下、マグニチュード M5以
上の地震であった。地震の規模を示すマグニチュードが大きくなるほど確率利得が高くな
り、M6の時に最大となった。また、観測地点周辺に発生する地震と電離層の異常との確率
利得が最も高くなるのは地震発生から1日後であった。また、地震発生の2日前にも確率利
得が高くなった。 
10章でどの程度地震の予測が出来るか調べた。その結果、観測地点周辺のマグニチュード
M5.0以上の地震の2日前に、電離層異常の起きる確率は59%であることがわかった。 
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12.今後の課題 
 
短期地震予測をするためには、地震の前にその前兆現象を見つけなければならない。今回
の解析で地震の2日前にも観測地点周辺の地震と電離層の異常との確率利得は上昇してい
たが、地震の1日後に VTEC の異常が観測される確率の方が高かった。したがって、VTEC
の異常の判定基準をよりよいものにしていく必要があると考えている。そのためには、観測
地点の拡大、解析期間の延長を行い、新しい地震の傾向を見つけることが必要であると考え
ている。 
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